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における英語教師の資格認定のための試験 English language benchmarking に基づ
き、現行の日本語教育能力検定試験に対する改善案として次の４点を指摘して
いる。
１）教育目標の明確化
２）日本語教師標準の設定
３）評価の複数回実施、ティーチング・ポートフォリオ評価の推進
４）パフォーマンス・テストの実施
筆者も日本語教育能力検定試験はパフォーマンス・テストを伴うものである
ことが望ましいと考える。しかし、そのテストを実施する前にコアとなる教員
能力をはかる簡単な試験を実施する。それが現行の日本語教育能力検定試験に
あたるものとなる。能力試験の項目を教授法・言語に関する知識、日本語能力、
適性検査などをはかるものと変え、それに合格したものに対し二次試験のパフ
ォーマンス・テストを課す。そこでは現場での教授能力を測るために一定期間
授業録画したものをポートフォリオとして提出する。そしてその試験に合格し
たものが、それぞれの専門性に応じ、一般的な資格試験の他に細分化された資
格試験を受験する。例えば、地域における日本語支援に関する能力私権、高等
教育機関でのアカデミックジャパニーズを教える能力試験、海外における日本
語教育の専門性を問う試験などである。
この発想は細川（2001）の提言とも一致するところがある。細川は一回的な
日本語教育能力試験を更に専門的にすることに異を唱え、以下のように述べて
いる。
したがって、もし一回性の試験を実施していくとすれば、その内容は、日
本語教育の実践を志望するに当たっての基礎的な知識や志望者自身の基本
的な日本語運用能力を問うということになるだろう。その場合には、合格
者を極端に絞るという発想ではなく、できるだけ多くの人が参加できるよ
うな体制であることが望ましいし、出題も重箱の隅をつつくような細かい
問題ではなく、日本語・日本語教育に関する基本的な知識や読解力・文章
力を測る程度のものでいいはずである。（略）むしろ日本語教育能力基礎検
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定でもいいような位置づけとし、この検定に通らなかったら日本語教師へ
の道はあきらめたほうがいいというような位置づけの方が望ましいと考え
るわけである。（細川2001：38）
筆者もこの考えに同意する。能力試験が変更になって3年目になるが、早急な
改革が必要であると感じている。
４－４　教師間のビリーフの溝を埋めるために
今回の調査で経験年数によって教師のビリーフが異なっていること、経験の
ある教師に対する経験の浅い教師の不満、経験の浅い教師に対する経験のある
教師の不満が存在する可能性が明らかになった。この溝を埋めるためには次の
２つが有効であると考えている。
（１）旧指導要領で学んだ教師に新指導要領の内容を学んでもらう。主任級の
教員に対して（アクション・リサーチ等をとりこんだ）再研修を行う。
現行の日本語教育能力検定試験を受験してもらう。
（２）どちらの立場にも通じた第三者的な専門家によるメンタリングを実施する。
（１）（２）は共に活動の兆しは見られるが本格的な動きにはいたっていない。
現場では日々の授業の準備と実施に追われ、意識していても何も動きがとれ
ないことがほとんどである。筆者自身問題は感じていても何もしてこなかった。
しかし教師は教師として必要な技術を身につけ、資格をとって教壇に立つこと
をもって教師になれるわけではない。「先生」と呼ばれながらも教育現場で接す
る学習者（のタイプやレベル、ニーズ、問題）に対して行った自らの実践を観
察・内省・改善していく過程を積み重ねて、少しずつ教師に近づいていくので
ある。このような「教師の成長」（岡崎・岡崎1997：９－10、横溝2000：６－８）
という考えが現在の教師養成の主流であることを考えると、現場の教師は自身
の活動をより意識化し、他者の事例と比較しながら分析的に考察し、自己の成
長につなげるべきであろう。このような「教師の成長」を可能にする手段とし
てアクション・リサーチ（注２）やティーチング・ポートフォリオ等があるの
は言うまでもない。
４－５　今後の課題
今回は筆者の知人のネットワークを通じて回収した電子メールによるアンケ
ート回答をもとに傾向を分析した。この分析によって日本語教師のビリーフに
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関して様々な傾向を指摘したが、課題は多く残っている。今後はより詳細な調
査とデータ収集、教師に関するビリーフを取り扱った先行研究とのつきあわせ、
地域を絞った調査が必要である。またアンケート回答者からは「こういったア
ンケートに協力する教師はそもそも意識が高い。アンケートに協力的でない教
師の意識を調べなければ教師間のビリーフの溝の実態は明らかにならないので
はないか」という指摘もあった。あわせて今後の課題としたい。
注
a 日本国際教育支援協会「新しい日本語教育能力検定試験とその位置づけ」（http://www.jees.or.jp/jltct/
about.htm）
s アクション・リサーチとは「自分の教室内外の問題及び関心事について、教師自身が理解を深め実
践を改善する目的で実施される、システマティックな調査研究」（横溝2000：17）のことである。
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〔巻末付録〕巻末１＜表３＞新指導要領
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巻末２　＜表９＞教師が学習者の習得に対して果たす役割の大きさについて
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巻末３　＜表10＞未熟な教師とよい教師に関する意識
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巻末４　＜表11＞日本語教育の目的・意義に関する意識
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巻末５　＜表12＞日本語教師の役割に関する意識
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